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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光透過性の支持体と、
　上記支持体によって支持される被支持基板と、
　上記被支持基板における支持体によって支持される側の面に設けられている接着層と、
　上記支持体と被支持基板との間に設けられ、光吸収性を有している構造をその繰返し単
位に含んでいる重合体を含有している分離層とを備えており、
　上記重合体は、上記支持体を介して照射される光を吸収することによって変質するよう
になっており、
　上記構造が、カルド構造、または上記重合体の側鎖に存在するベンゾフェノン構造、ジ
フェニルスルフォキシド構造、ビスフェニルスルホン構造、ジフェニル構造、ジフェニル
アミン構造もしくはフェニルベンゾトリアゾール構造であることを特徴とする積層体。
【請求項２】
　上記構造が、置換もしくは非置換のベンゼン環、縮合環または複素環からなる共役π電
子系を含んでいる原子団であることを特徴とする請求項１に記載の積層体。
【請求項３】
　上記繰返し単位、重合体または構造が、以下の式のいずれかによって表されることを特
徴とする請求項１または２に記載の積層体。
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【化１】

（式中、ｌは１以上の整数であり、ｍは０または１～２の整数であり、Ｘは、（ａ）～（
ｅ）において以下の式（１）～（５）のいずれかであるか、または炭素数１～５のアルキ
レン部分、エステル結合、エーテル結合もしくはこれらの組合せからなる連結部分を介し
て、以下の式（１）～（５）のいずれかと結合しており、（ｆ）において以下の式（１）
～（５）のいずれかであるか、または存在せず、

【化２】

Ｒはそれぞれ独立して、アルキル基、アリ－ル基、ハロゲン、水酸基、ケトン基、スルホ
キシド基、スルホン基または－Ｎ（Ｒ１）（Ｒ２）であり（ここで、Ｒ１およびＲ２はそ
れぞれ独立して、水素原子または炭素数１～５のアルキル基である）、Ｙ１およびＹ２は
それぞれ独立して、－ＣＯ－または－ＳＯ２－であり、Ｚは、存在しないか、または－Ｃ
Ｏ－、－ＳＯ２－、－ＳＯ－もしくは－ＮＨ－であり、ｎは０または１～５の整数である
。）
【請求項４】
　上記構造は、３００ｎｍ～３７０ｎｍの波長の光を吸収するようになっていることを特
徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の積層体。
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【請求項５】
　上記支持体と上記接着層との間に上記分離層が設けられていることを特徴とする請求項
１～４のいずれか１項に記載の積層体。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の積層体のうちの上記被支持基板から上記支持体を
分離する方法であって、
　上記支持体を介して上記分離層に光を照射して、上記重合体を変質させる工程を包含し
ていることを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、分離層を介して製造中の製品に支持体を仮止めした積層体、およびその積層
体の分離方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話、デジタルＡＶ機器およびＩＣカ－ドなどの高機能化にともない、搭載される
半導体シリコンチップ（以下、チップ）の小型化および薄型化によって、パッケ－ジ内に
シリコンを高集積化する要求が高まっている。例えば、ＣＳＰ（chip size package）ま
たはＭＣＰ（multi－chip package）に代表されるような複数のチップをワンパッケ－ジ
化する集積回路において、薄型化が求められている。パッケ－ジ内のチップの高集積化を
実現するためには、チップの厚さを２５～１５０μｍの範囲にまで薄くする必要がある。
【０００３】
　しかし、チップのベ－スになる半導体ウエハ（以下、ウエハ）は、研削することにより
肉薄になるため、その強度が低下して、ウエハにクラックまたは反りが生じ易くなる。ま
た、薄板化によって強度が低下したウエハを自動搬送することが困難なため、人手によっ
て搬送しなければならず、その取り扱いが煩雑であった。
【０００４】
　そのため、サポ－トプレ－トと呼ばれるガラスまたは硬質プラスチックなどからなるプ
レ－トを、研削するウエハに貼り合わせてウエハの強度を補い、クラックの発生およびウ
エハの反りを防止するウエハハンドリングシステムが開発されている。ウエハハンドリン
グシステムによってウエハの強度が補われるので、薄板化したウエハの搬送を自動化する
ことができる。
【０００５】
　ウエハハンドリングシステムにおいて、ウエハとサポ－トプレ－トとは種々の熱可塑性
樹脂または接着剤などを用いて貼り合わせられる。そして、サポ－トプレ－トが貼り付け
られたウエハを薄板化した後、ウエハをダイシングする前にサポ－トプレ－トをウエハか
ら剥離する。例えば、１５０μｍ以下にウエハを薄板化するためには、ウエハとサポ－ト
プレ－トとを強固に接着することが非常に好ましい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－６４００４０号公報（２００４年２月２６日公開）
【特許文献２】特開平１０－２２８１１３号公報（１９９８年８月２５日公開）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、ウエハとサポ－トプレ－トとを強固に接着した場合、接着材料によっては、ウ
エハを破損させることなく、サポ－トプレ－トをウエハから剥離することが難しい。強固
な接着力は、ウエハの薄板化には有効であるものの、サポ－トプレ－トの剥離時には強度
の低下したウエハの破損を招くからである。
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【０００８】
　このように、ウエハハンドリングシステムの自動化には、サポ－トプレ－トに対するウ
エハの強固な仮止めを実現しつつ、ウエハを破損させることなく剥離することができると
いう非常に困難な仮止め技術の開発が求められている。
【０００９】
　本発明は、上記の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、対象物を強固に接着
して支持しつつ、支持体を対象物から容易に分離することができる積層体およびその積層
体の分離方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る積層体は、光透過性の支持体と、上記支持体によって支持される被支持基
板と、上記被支持基板における支持体によって支持される側の面に設けられている接着層
と、上記支持体と被支持基板との間に設けられ、光吸収性を有している構造をその繰返し
単位に含んでいる重合体を含有している分離層とを備えており、上記重合体は、上記支持
体を介して照射される光を吸収することによって変質するようになっている。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、以上のような構成によって、対象物を強固に接着して支持しつつ、支
持体を対象物から容易に分離することができる積層体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明に係る積層体の製造方法、および支持体の分離方法を示す図である。
【図２】支持体の分離処理の詳細を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　〔積層体〕
　本発明に係る積層体の一実施形態について以下に説明する。
【００１４】
　本発明に係る積層体は、光透過性の支持体と、
　上記支持体によって支持される被支持基板と、
　上記被支持基板における支持体によって支持される側の面に設けられている接着層と、
　上記支持体と被支持基板との間に設けられ、光吸収性を有している構造をその繰返し単
位に含んでいる重合体を含有している分離層とを備えており、
　上記重合体は、上記支持体を介して照射される光を吸収することによって変質するよう
になっている。
【００１５】
　本発明の積層体は、被支持基板を支持体に仮止めした積層体として用いるのであれば、
具体的な用途は特に限定されない。本実施形態では、ウエハサポ－トシステムにおいて利
用される、半導体ウエハ（被支持基板）をサポ－トプレ－ト（支持体）に対して仮止めし
た積層体を例に挙げて説明する。
【００１６】
　（分離層）
　上述のように、本発明に係る積層体は、分離層を備えている。また、分離層は、光吸収
性を有している構造をその繰返し単位に含んでいる重合体を含有している。当該重合体は
、光の照射を受けて変質する。当該重合体の変質は、上記構造が照射された光を吸収する
ことによって生じる。分離層は、重合体の変質の結果として、光の照射を受ける前の強度
または接着性を失っている。よって、わずかな外力を加える（例えば、支持体を持ち上げ
るなど）ことによって、分離層が破壊されて、支持体と被支持基板とを容易に分離するこ
とができる。
【００１７】
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　光吸収性を有している上記構造は、光を吸収して、繰返し単位として当該構造を含んで
いる重合体を変質させる化学構造である。当該構造は、例えば、置換もしくは非置換のベ
ンゼン環、縮合環または複素環からなる共役π電子系を含んでいる原子団である。より詳
細には、当該構造は、カルド構造、または上記重合体の側鎖に存在するベンゾフェノン構
造、ジフェニルスルフォキシド構造、ジフェニルスルホン構造（ビスフェニルスルホン構
造）、ジフェニル構造、ジフェニルアミン構造もしくはフェニルベンゾトリアゾール構造
であり得る。
【００１８】
　上記構造が上記重合体の側鎖に存在する場合、当該構造は以下の式（１）～（５）によ
って表され得る。
【００１９】
【化１】

【００２０】
Ｒはそれぞれ独立して、アルキル基、アリ－ル基、ハロゲン、水酸基、ケトン基、スルホ
キシド基、スルホン基または－Ｎ（Ｒ１）（Ｒ２）であり（ここで、Ｒ１およびＲ２はそ
れぞれ独立して、水素原子または炭素数１～５のアルキル基である）、Ｚは、存在しない
か、または－ＣＯ－、－ＳＯ２－、－ＳＯ－もしくは－ＮＨ－であり、ｎは０または１～
５の整数である。ｎが２以上である場合、Ｒそれぞれは同じであるか、または異なる。
【００２１】
　また、上記重合体は、例えば、以下の式のうち、（ａ）～（ｄ）のいずれかによって表
される繰返し単位を含んでいるか、（ｅ）によって表されるか、または（ｆ）の構造をそ
の主鎖に含んでいる。
【００２２】
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【化２】

【００２３】
式中、ｌは１以上の整数であり、ｍは０または１～２の整数であり、Ｘは、（ａ）～（ｅ
）において上記の“化１”に示した式（１）～（５）のいずれかであるか、または炭素数
１～５のアルキレン部分、エステル結合、エーテル結合もしくはこれらの組合せからなる
連結部分を介して、上記の“化１”に示した式（１）～（５）のいずれかと結合しており
、（ｆ）において上記の“化１”に示した式（１）～（５）のいずれかであるか、または
存在せず、Ｙ１およびＹ２はそれぞれ独立して、－ＣＯ－または－ＳＯ２－である。ｌは
好ましくは１０以下の整数である。
【００２４】
　上記の“化１”の式（１）～（４）によって示されるベンゼン環、縮合環および複素環
の例としては、フェニル、置換フェニル、ベンジル、置換ベンジル、ナフタレン、置換ナ
フタレン、アントラセン、置換アントラセン、アントラキノン、置換アントラキノン、ア
クリジン、置換アクリジン、アゾベンゼン、置換アゾベンゼン、フルオリム、置換フルオ
リム、フルオリモン、置換フルオリモン、カルバゾ－ル、置換カルバゾ－ル、Ｎ－アルキ
ルカルバゾ－ル、ジベンゾフラン、置換ジベンゾフラン、フェナンスレン、置換フェナン
スレン、ピレンおよび置換ピレンが挙げられる。例示した置換基が置換を有している場合
、その置換基は、例えば、アルキル、アリ－ル、ハロゲン原子、アルコキシ、ニトロ、ア
ルデヒド、シアノ、アミド、ジアルキルアミノ、スルホンアミド、イミド、カルボン酸、
カルボン酸エステル、スルホン酸、スルホン酸エステル、アルキルアミノおよびアリ－ル
アミノから選択される。
【００２５】
　上記の“化１”に示される置換基のうち、フェニル基を２つ有している式（５）の置換
基であって、Ｚが－ＳＯ２－である場合の例としては、ビス（２，４－ジヒドロキシフェ
ニル）スルホン、ビス（３，４－ジヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（３，５－ジヒ
ドロキシフェニル）スルホン、ビス（３，６－ジヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（
４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（３－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（
２－ヒドロキシフェニル）スルホン、およびビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフ
ェニル）スルホンなどが挙げられる。
【００２６】
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　上記の“化１”に示される置換基のうち、フェニル基を２つ有している式（５）の置換
基であって、Ｚが－ＳＯ－である場合の例としては、ビス（２，３－ジヒドロキシフェニ
ル）スルホキシド、ビス（５－クロロ－２，３－ジヒドロキシフェニル）スルホキシド、
ビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）スルホキシド、ビス（２，４－ジヒドロキシ－６
－メチルフェニル）スルホキシド、ビス（５－クロロ－２，４－ジヒドロキシフェニル）
スルホキシド、ビス（２，５－ジヒドロキシフェニル）スルホキシド、ビス（３，４－ジ
ヒドロキシフェニル）スルホキシド、ビス（３，５－ジヒドロキシフェニル）スルホキシ
ド、ビス（２，３，４－トリヒドロキシフェニル）スルホキシド、ビス（２，３，４－ト
リヒドロキシ－６－メチルフェニル）－スルホキシド、ビス（５－クロロ－２，３，４－
トリヒドロキシフェニル）スルホキシド、ビス（２，４，６－トリヒドロキシフェニル）
スルホキシド、ビス（５－クロロ－２，４，６－トリヒドロキシフェニル）スルホキシド
などが挙げられる。
【００２７】
　上記の“化１”に示される置換基のうち、フェニル基を２つ有している式（５）の置換
基であって、Ｚが－Ｃ（＝Ｏ）－である場合の例としては、２，４－ジヒドロキシベンゾ
フェノン、２，３，４－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒ
ドロキシベンゾフェノン、２，２’，５，６’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２－
ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェ
ノン、２－ヒドロキシ－４－ドデシルオキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－
４－メトキシベンゾフェノン、２，６－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２
，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、４－アミノ－２’－ヒド
ロキシベンゾフェノン、４－ジメチルアミノ－２’－ヒドロキシベンゾフェノン、４－ジ
エチルアミノ－２’－ヒドロキシベンゾフェノン、４－ジメチルアミノ－４’－メトキシ
－２’－ヒドロキシベンゾフェノン、４－ジメチルアミノ－２’，４’－ジヒドロキシベ
ンゾフェノン、および４－ジメチルアミノ－３’，４’－ジヒドロキシベンゾフェノンな
どが挙げられる。
【００２８】
　上記の“化２”における（ｂ）によって示される繰返し単位であって、Ｘが上記の“化
１”における式（１）の置換基であり、Ｒの１つがベンゾトリアゾールである場合の例と
しては、２－〔２’－ヒドロキシ－５’－メタクリロイルオキシ〕エチルフェニル〕－２
Ｈ－ベンゾトリアゾール（大塚化学製、商品名：ＲＵＶＡ－９３）、２－〔２’－ヒドロ
キシ－５’－メタクリロイルオキシ〕フェニル〕－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－〔２
’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチル－５’－メタクリロイルオキシ〕フェニル〕－２Ｈ－
ベンゾトリアゾール、以下の式によって表される化合物などのベンゾトリアゾール誘導体
が挙げられる。
【００２９】
【化３】

【００３０】
　上記構造が上記重合体の側鎖に存在している場合、上記構造を含んでいる繰返し単位の
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、上記重合体に占める割合は、上記分離層の光の透過率が０．００１～１０％になる範囲
にある。当該割合がこのような範囲に収まるように重合体が調製されていれば、分離層が
十分に光を吸収して、確実かつ迅速に変質し得る。すなわち、積層体からの支持体の除去
が容易であり、当該除去に必要な光の照射時間を短縮させることができる。
【００３１】
　上記構造は、その種類の選択によって、所望の範囲の波長を有している光を吸収するこ
とができる。例えば、上記構造が吸収可能な光の波長は、１００～２０００ｎｍであり得
る。この範囲のうち、上記構造が吸収可能な光の波長は、より短波長側であり得、例えば
、１００～５００ｎｍである。例えば、上記構造は、好ましくは約３００～３７０ｎｍの
波長を有している紫外光を吸収することによって、当該構造を含んでいる重合体を変質さ
せ得る。
【００３２】
　上記構造が吸収可能な光は、例えば、高圧水銀ランプ（波長：２５４ｎｍ～４３６ｎｍ
）、ＫｒＦエキシマレ－ザ（波長：２４８ｎｍ）、ＡｒＦエキシマレ－ザ（波長：１９３
ｎｍ）、Ｆ２エキシマレ－ザ（波長：１５７ｎｍ）、ＸｅＣｌレ－ザ（３０８ｎｍ）、Ｘ
ｅＦレ－ザ（波長：３５１ｎｍ）もしくは固体ＵＶレ－ザ（波長：３５５ｎｍ）から発せ
られる光、またはｇ線（波長：４３６ｎｍ）、ｈ線（波長：４０５ｎｍ）もしくはｉ線（
波長：３６５ｎｍ）などである。
【００３３】
　本明細書において重合体が“変質する”とは、当該重合体によって構成されている分離
層を、わずかな外力を受けて破壊され得る状態、または分離層と接する構成との接着力が
低下した状態にさせる現象を意味する。また、重合体の変質は、吸収した光のエネルギ－
による（発熱性または非発熱性の）分解、架橋、立体配置の変化または官能基の解離（そ
して、これらにともなう分離層の硬化、脱ガス、収縮または膨張）などであり得る。重合
体の変質は、上述のように、上記構造による光の吸収の結果として生じる。よって、重合
体の変質の種類は、選択された上記構造の種類に応じて変化し得る。
【００３４】
　上述のように分離層は、繰り返し単位として上記構造を含んでいる重合体を含有してい
る。したがって、上記重合体は、公知の単量体からなる繰り返し単位を必要に応じて含ん
でいる共重合体であり得る。公知の単量体としては、例えば、（メタ）アクリル酸エステ
ル、および炭素数１～１４のアルキル基を有しているアクリル系アルキルエステルが挙げ
られる。
【００３５】
　（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、鎖式構造からなる（メタ）アクリル酸
アルキルエステル、脂肪族環を有している（メタ）アクリル酸エステル、および芳香族環
を有している（メタ）アクリル酸エステルが挙げられる。鎖式構造からなる（メタ）アク
リル酸アルキルエステルとしては、炭素数１５～２０のアルキル基を有しているアクリル
系長鎖アルキルエステル、および炭素数１～１４のアルキル基を有しているアクリル系ア
ルキルエステルなどが挙げられる。アクリル系長鎖アルキルエステルとしては、ｎ－ペン
タデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－ヘプタデシル基、ｎ－オクタデシル基、ｎ－ノナ
デシル基、ｎ－エイコシル基などをアルキル基として含んでいる（メタ）アクリル酸のア
ルキルエステルが挙げられる。なお、当該アルキル基は、分岐状であり得る。
【００３６】
　脂肪族環を有している（メタ）アクリル酸エステルとしては、シクロヘキシル（メタ）
アクリレート、シクロペンチル（メタ）アクリレート、１－アダマンチル（メタ）アクリ
レート、ノルボルニル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、トリ
シクロデカニル（メタ）アクリレート、テトラシクロドデカニル（メタ）アクリレート、
およびジシクロペンタニル（メタ）アクリレートなどが挙げられるが、イソボルニルメタ
アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレートがより好ましい。
【００３７】
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　炭素数１～１４のアルキル基を有しているアクリル系アルキルエステルとしては、既存
のアクリル系接着剤に用いられている公知のアクリル系アルキルエステルが挙げられる。
例えば、アルキル基が、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、２－エチルヘキシ
ル基、イソオクチル基、イソノニル基、イソデシル基、ドデシル基、ラウリル基、トリデ
シル基などからなる（メタ）アクリル酸のアルキルエステルが挙げられる。
【００３８】
　また、分離層を形成する際、必要に応じて有機溶剤を用いて上記重合体を希釈した溶液
を用い得る。
【００３９】
　上記有機溶剤としては、γ－ブチロラクトンなどのラクトン類；アセトン、メチルエチ
ルケトン（ＭＥＫ）、シクロヘキサノン、メチル－ｎ－ペンチルケトン、メチルイソペン
チルケトン、または２－ヘプタノンなどのケトン類；エチレングリコール、ジエチレング
リコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコールなどの多価アルコール類；多
価アルコール類の誘導体（例えばエーテル結合を有している化合物）；ジオキサンなどの
環式エーテル類、またはエステル類（例えば、乳酸メチル、乳酸エチル（ＥＬ）、酢酸メ
チル、酢酸エチル、酢酸ブチル、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エチル、メトキシプロピ
オン酸メチル、エトキシプロピオン酸エチルなど）；芳香族系有機溶剤（例えば、アニソ
ール、エチルベンジルエーテル、クレジルメチルエーテル、ジフェニルエーテル、ジベン
ジルエーテル、フェネトール、ブチルフェニルエーテル、エチルベンゼン、ジエチルベン
ゼン、ペンチルベンゼン、イソプロピルベンゼン、トルエン、キシレン、シメン、メシチ
レンなど）、またはジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）などが挙げられる。上記エーテル
結合を有している化合物は、例えば、エステル結合を有している化合物（例えば、エチレ
ングリコールモノアセテート、ジエチレングリコールモノアセテート、プロピレングリコ
ールモノアセテート、もしくはジプロピレングリコールモノアセテートなど）、上記多価
アルコール類またはエステル結合を有している上記化合物のモノメチルエーテル、モノエ
チルエーテル、モノプロピルエーテル、またはモノブチルエーテルなどの、モノアルキル
エーテルまたはモノフェニルエーテルなどである。これらの中では、プロピレングリコー
ルモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）、プロピレングリコールモノメチルエー
テル（ＰＧＭＥ）が好ましい。これらの有機溶剤は、単独にか、または２種以上の混合物
として使用され得る。
【００４０】
　上記分離層は、上記支持体と上記接着層との間に設けられていることが好ましい。つま
り、分離層と被支持基板との間には、接着層が設けられている構成が好ましいということ
である。このような構成であれば、支持体を介して分離層に照射された光が被支持基板に
到達することを防ぐことができる。被支持基板における接着層と接する面に、例えば、保
護すべき微細構造などが形成されている場合に、このような微細構造が光の照射によって
悪影響を受けることを防ぐことができる。
【００４１】
　上記分離層の厚さは、０．１～１０μｍであり得る。上記分離層の厚さは、０．４～５
μｍの厚さであることが好ましい。分離層の厚さが当該範囲に収まっていれば、短時間の
光の照射および低エネルギ－の光の照射によって、分離層を所望のように変質させること
ができる。
【００４２】
　上述のように、分離層は、支持体と被支持基板との間に形成されている。そして、分離
層は、支持体を介して光の照射を受けて変質するように構成されている。なお、本発明に
係る積層体において、分離層と支持体との間に他の層がさらに形成され得る。この場合、
他の層は光を透過する材料から構成されている。これによって、分離層への光の入射を妨
げることなく、積層体に好ましい性質などを付与する層を、適宜追加することができる。
分離層を構成している重合体の種類によって、重合体を変質させ得る光の波長が異なる。
よって、他の層を構成する材料は、すべての光を透過させる必要はなく、重合体を変質さ
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せ得る波長の光を透過させることができる材料から適宜選択し得る。
【００４３】
　上述のように分離層は、繰り返し単位として上記構造を含んでいる重合体を含有してい
る。そして、分離層は上記重合体以外の成分を含み得る。当該成分としては、フィラ－、
可塑剤、および支持体の剥離性を向上し得る成分などが挙げられる。これらの成分は、上
記構造による光の吸収、および重合体の変質を妨げないか、または促進する、従来公知の
物質または材料から適宜選択される。
【００４４】
　（支持体）
　上述のように、支持体は光透過性を有している。これは、積層体の外側から光を照射し
たときに、当該光が支持体を通過して上記分離層に到達することを目的としている。した
がって、支持体は、必ずしもすべての光を透過させる必要はなく、分離層に吸収されるべ
き（所望の波長を有している）光を透過させることができればよい。
【００４５】
　また、支持体は、被支持基板を支持するための構成である。よって、支持体は、被支持
基板を加工および搬送するなどの場合に、被支持基板の破損または変形などを防ぐために
必要な強度を有していればよい。
【００４６】
　以上のような観点から、支持体としてはガラス板およびアクリル板などが挙げられるが
、上述の目的を果たし得る構成であれば、支持体として採用し得る。
【００４７】
　（接着層）
　接着層は、被支持基板を支持体に接着固定すると同時に、被支持基板の表面を覆って保
護する構成である。よって、接着層は、被支持基板の加工または搬送の際に、支持体に対
する被支持基板の固定、および被支持基板の保護すべき面の被覆を維持する接着性および
強度を有している必要がある。一方で、支持体に対する被支持基板の固定が不要になった
ときに、被支持基板から容易に剥離または除去され得る必要がある。
【００４８】
　したがって、接着層は、通常は強固な接着性を有しており、何らかの処理によって接着
性が低下するか、または特定の溶剤に対する可溶性を有する接着剤によって構成される。
当該分野において公知の種々の接着剤が、本発明に係る接着層を構成する接着剤として使
用可能である。
【００４９】
　なお、光硬化性樹脂（例えば、ＵＶ硬化性樹脂）以外の樹脂を用いて接着層を形成する
ことが好ましい。これは、光硬化性樹脂が、接着層の剥離または除去の後に、被支持基板
の微小な凹凸の周辺に残渣として残ってしまう場合があり得るからである。特に、特定の
溶剤に溶解する接着剤が接着層を構成する材料として好ましい。これは、被支持基板に物
理的な力を加えることなく、接着層を溶剤に溶解させることによって除去可能なためであ
る。接着層の除去に際して、強度が低下した被支持基板からでさえ、被支持基板を破損さ
せたり、変形させたりせずに、容易に接着層を除去することができる。
【００５０】
　〔積層体の製造方法〕
　本発明に係る積層体の製造方法について、図１を参照して以下に説明する。図１は、積
層体の製造方法、および積層体からの半導体ウエハの分離処理を示す図である。
【００５１】
　図１に示すように、まず、所望の素子が形成されている半導体ウエハ（被支持基板）の
うち、素子の形成面に対して接着剤をスピン塗布する（図１の（１））。接着剤は、例え
ば、溶剤に溶解させた状態で半導体ウエハに塗布される。そして、温度を上昇させつつ段
階的にベ－クすることによって接着剤が固化されて接着層が形成される。
【００５２】
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　つぎに、ベアガラス（支持体）の一方の面に、溶剤に溶解させた上記重合体をスピン塗
布する（図１の（２））。そして、溶剤を蒸発させることによって、固化されて分離層が
形成される。
【００５３】
　そして、半導体ウエハの一方の面に形成された接着層に対して、ベアガラスの一方の面
に形成された分離層が貼り付けられる（図１の（３））。ここでは、接着層に分離層を接
触させて、２００℃の真空中において加圧することによって、接着層と分離層との貼り付
けが行われる。
【００５４】
　以上のようにして、本発明に係る積層体を製造することができる。なお、被支持基板の
状態（表面の凹凸、強度など）、接着層の材料、分離層の材料、および支持体の材料など
にしたがって、接着層および分離層の形成手法、接着層と分離層との貼り付け手法は、従
来公知の種々の手法から、好適なものが適宜選択される。
【００５５】
　当該積層体は、半導体ウエハの加工を経た後に、光の照射、ベアガラスの剥離、および
接着層の除去によって、半導体ウエハのみの状態になり得る。半導体ウエハの加工の後か
ら、半導体ウエハの取り外しまでに関して以下に説明する。
【００５６】
　〔積層体の分離方法〕
　図１に示すように、半導体ウエハの加工が終わった後に、支持体側の面から積層体にレ
－ザが照射される（図１の（４））。レ－ザの照射を受けると（図２の（１））、分離層
は変質を起こす（図２の（２））。ここでは、変質は、分離層に含まれている重合体の分
解であるとして説明する。
【００５７】
　つぎに半導体ウエハからベアガラスを剥離する（図１の（５））。変質した分離層は、
その強度が著しく低下している。したがって、例えば、わずかな外力を加えてベアガラス
を引き上げることによって、分離層が容易に破壊されて、ベアガラスが積層体から剥離さ
れる（図２の（３））。
【００５８】
　残りの接着層に溶剤を噴霧して、接着層を除去する（図１の（６））。ここで、ベアガ
ラスの剥離後に接着層に分離層の残りが付着している場合がある。少量の分離層が付着し
ているだけであれば、上述のように接着層を溶解させる溶剤を噴霧すればよい。しかし、
その前に分離層の材料を溶解させる溶剤を噴霧してもよい。
【００５９】
　以上のように、本発明に係る積層体は、上述のような分離層を備えているので、光の照
射によって、被支持基板から支持体を容易に剥離することができる。
【実施例】
【００６０】
　以下に、本発明に係る積層体の実施例を示す。なお、以下に示す実施例は、本発明の理
解を助ける例示であって、何ら本発明を限定するものではない。
【００６１】
　〔積層体の作製〕
　実施例１の積層体を以下のように作製した。カルド構造を繰返し単位に有している樹脂
１を、溶解後の含有量が２０重量％になるようにプロピレングリコールモノメチルエーテ
ルアセテート（ＰＧＭＥＡ）に溶解させた。この溶液を、ガラス支持体（製品名「ＴＥＮ
ＰＡＸ」、ＳＣＨＯＴＴ社製）上に、５μｍの厚さにスピン塗布した。そして、１６０℃
において６分間にわたって加熱することによって溶剤を蒸発させて、１００００Åの厚さ
の分離層が形成されたガラス支持体を得た。
【００６２】
　シクロオレフィン系ポリマ－のＴＯＰＡＳ８００７Ｘ１０（ポリプラスティック社製）
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剤であるＩＲＧＡＮＯＸ１０１０（ＢＡＳＦ社製）を５質量部加えた。半導体ウエハ基板
上に、ベ－ク後に５０μｍの厚さになる量のこの溶液をスピン塗布した。そして、１００
℃、１６０℃および２２０℃のそれぞれにおいて、段階的にベ－クして半導体ウエハ基板
上に接着層を形成した。上記分離層および接着層を、互いに向かい合わせにして張り合わ
せることによって、積層体を作製した。
【００６３】
　実施例２および３ならびに比較例１および２の積層体は、分離層を構成する樹脂の種類
および分離層の厚さを除いて、実施例１の積層体と同様にして作製した。分離層の樹脂の
種類および厚さは、実施例２および３において樹脂２（ベンゾフェノン構造を繰返し単位
に有している）、厚さ４０００Åであり、比較例１および２において樹脂４、厚さ１００
００Åである。
【００６４】
　実施例４の積層体を以下のように作製した。樹脂３を、溶解後の含有量が１０重量％に
なるようにトルエン／メチルエチルケトンに溶解させた。この溶液を、ガラス支持体（製
品名「ＥＡＧＬＥ２０００」、コーニング社製）上にスピン塗布した。そして、１６０℃
において６分間にわたって加熱することによって溶剤を蒸発させて、１００００Åの厚さ
の分離層が形成されたガラス支持体を得た。なお、各実施例および比較例の積層体は、い
ずれも複数個を作製した。
【００６５】
　実施例１の樹脂１（Ｍｗ＝４０００、Ｍｗ／Ｍｎ＝３．３）は以下の式（６）によって
表され、実施例２および３の樹脂２（Ｍｗ＝５２０、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．４６、ｏ：ｐ＝６
０：４０（モル比））は以下の式（７）によって表され、実施例４の樹脂３（Ｍｗ＝５０
０００、Ｍｗ／Ｍｎ＝７．４１、ｑ：ｒ＝５５：４５（モル比））は以下の式（８）によ
って表され、比較例１および２の樹脂４（Ｍｗ＝４００００、Ｍｗ／Ｍｎ＝７．０、ａ：
ｂ：ｃ：ｄ：ｅ＝１３：１０：１５：５２（モル比））は以下の式（９）によって表され
る。
【００６６】

【化４】

【００６７】
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【化５】

【００６８】

【化６】

【００６９】
【化７】

【００７０】
　〔分離層の評価〕
　（光の透過率の測定）
　以下のように樹脂１～４のいずれかからなる各分離層の光の透過率を測定した。
【００７１】
　樹脂１～４のいずれかをＰＧＭＥＡに溶解させた、１０重量％の固形分濃度を有する樹
脂溶液を樹脂ごとに４種類、調製した。４種類の樹脂溶液のいずれかをガラス基板（ＥＡ
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ＧＬＥ２０００、コ－ニング社製）上にスピンコ－トし、加熱によって溶剤を蒸発させた
。この操作を各樹脂溶液ごとに行って、実施例１～４および比較例１、２の各分離層に対
応する４０００Åまたは１００００Åの膜厚の分離層をそれぞれ作製した。分光光度計（
ＵＶ３１００ＰＫ、島津製作所製）を用いて、各分離層における光（３０８ｎｍまたは３
５５ｎｍ）の透過率を測定した。
【００７２】
　（剥離性の評価）
　各実施例および比較例の積層体を、以下のような処理をした上で、ガラス支持体が半導
体ウエハ基板から剥離されるか否かについて評価した。
【００７３】
　上述のようにして得られた各積層体のそれぞれにおける半導体基板を薄化した。その後
に、３０８ｎｍまたは３５５ｎｍの波長を有するレ－ザを、積層体のガラス支持体側から
分離層に向けて照射した。すなわち、３０８ｎｍのレ－ザを、１２．５～５０Ｈｚの範囲
での繰返し周波数の中から選択した何点かと、１８０、１６０、１４０および１２０ｍＪ
／ｃｍ２のエネルギ－密度とをそれぞれ組み合わせることにより、積層体に照射した。ま
た、３５５ｎｍのレ－ザを、１０～２００ｋＨｚの繰返し周波数および平均出力０．３Ｗ
の条件において、積層体に照射した。レ－ザの照射時間はいずれも１分間未満であった。
【００７４】
　各分離層の光の透過率、およびレ－ザ照射後の剥離性についての評価を以下の表にまと
めた。
【００７５】

【表１】

【００７６】
　実施例１～４の積層体における分離層は、レ－ザ照射を受けて変質しており、ガラス支
持体を単に持ち上げるだけで、ガラス支持体は半導体ウエハ基板から容易に剥離した。一
方で、比較例１および２の積層体における分離層は、レ－ザ照射を受けても変質しておら
ず、ガラス支持体は半導体ウエハ基板から剥離しなかった。なお、各実施例に対応する分
離層におけるレ－ザの透過率は、いずれも１０％未満であり、各比較例に対応する分離層
におけるレ－ザの透過率は、いずれも８０％以上であった。
【００７７】
　なお、式（８）によって表される樹脂３は、ｑ＋ｒを１００重量％としたとき、ｒ＞４
０重量％を満たしている場合に、実施例４と同様の良好な結果が得られている。このとき
、式（８）によって表される樹脂３は、Ｍｗ＝３００００～１５００００を満たしている
。
【００７８】
　各実施例の積層体は、ガラス支持体の剥離に続いて、接着層の除去が試みられた。接着
層に変質した分離層の残りが付着していたので、第１の剥離液（ＰＧＭＥＡ）を噴霧して
これを除去した。そして、第２の剥離液（ｐ－メンタン）を噴霧して接着層を除去した。
これらの操作によって、半導体ウエハ基板は、残渣などが残ることなく、積層体から完全
に分離された。なお、接着層に付着していた分離層の残りは少量であったので、第１の剥
離液を噴霧しなくとも第２の剥離液のみを噴霧すれば、接着層とともに容易に除去される
ものと認められた。
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【００７９】
　上述のように、実施例１～４の積層体に備えられている分離層は、カルド構造、ベンゾ
フェノン構造またはフェニルベンゾトリアゾール構造を繰返し単位に含んでいる樹脂によ
って構成されている。したがって、これらの分離層は、レ－ザ照射によって変質し、非常
に容易く積層体から剥離された。そして、残る接着層も容易に除去され、ガラス支持体に
よる支持を必要としなくなった半導体ウエハ基板のみを残して、積層体はすべて除去され
た。一方で、各比較例の積層体からは、半導体ウエハ基板を取り外すことができなかった
。
【産業上の利用可能性】
【００８０】
　本発明によれば、様々な製品の製造時に使用される仮止めした積層体を提供することが
できる。特に、半導体ウエハまたはチップを種々の支持体に仮止めして加工する工程にと
って好適な積層体を提供することができる。

【図１】 【図２】
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